第１号様式（第２条関係）
マンション管理適正化支援法人登録申請書

年　　月　　日

（宛先）奈良市長

事務所の名称及び所在地
法人の名称又は商号
代表者氏名

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）第５条の３第１項の規定に基づき、マンション管理適正化支援法人（以下「支援法人」という。）の登録を受けたいので、奈良市マンション管理適正化支援法人の登録等に関する事務取扱要綱第２条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
なお、以下の各号に掲げる内容に変更があった場合には、同要綱第４条第１項の規定に基づき、変更に係る書類を奈良市長宛に提出することとします。
記
　１　法人の名称又は商号及び代表者の氏名：
２　法人の住所：
３　事務所の所在地：
４　業務内容：
５　添付書類：
(1) 定款
(2) 登記事項証明書
(3) 役員の氏名、住所及び略歴（生年月日、性別、略歴）を記載した書面
(4) 法第５条の４に規定する業務に関する計画書
(5) 法人の組織及び沿革を記載した書面並びに事務分担を記載した書面
(6) 関係会社（親会社、子会社及び関連会社）を明確に示す出資関係図、グループ一覧及び各全業務内容を記載した書面（省令第１条の２に規定する会社の場合に限る。）
(7) これまでのマンションの管理又は再生に関する活動実績を記載した書面
(8) マンション管理適正化支援法人登録申請に関する誓約書（別記第２号様式）
(9) その他法第５条の４各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施できることを証する書面
(10)前事業年度の事業報告書、収支決算書及び貸借対照表
(11)当該事業年度の事業計画書及び収支予算書
(12)個人に関する情報の適正な取扱いの方法その他管理支援業務の適正かつ確実な実施の方法を具体的に定めた実施要領
(13)個人に関する情報の適正な取扱いの方法その他管理支援業務の適正かつ確実な実施のため、管理支援業務に従事する職員に対して実施する研修の計画
(14)前各号に掲げるもののほか、支援法人の業務に関し参考となる書類
以上

